
３．その他
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１．長期的な人口の減少・構造変化による経済社会への影響（イメージ）

国内需要の
縮小

長 期 的 な 人 口 の 減 少 ・ 構 造 変 化

成長・発展

海外連携・
海外需要の
取り込み

労働力人口
の減少

社会保障制度
を支える

現役世代の減少

地域の
担い手
減少

付加価値
生産性の向上

健康長寿
の実現

女性・若者・
高齢者の
労働参加

共助社会づくり・
官民連携

集積、地域間
の連携促進

人の活躍 地域の未来

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ力
の低下

限界
自治体化

研究開発
の促進

起業の促進

人材の質
の向上

対応例

（注）対応例は、それぞれ相互に影響を及ぼすと考えられる。

少子化
対策

世界経済の構造変化、資源・エネルギーの制約、政府債務の累増

地域産業
の形成

外国人
人材

第１回 選択する未来委員会 資料６より

44



（備考）
１．国立社会保障･人口問題研究所「日本の地域別将来人口推計（平成25年3月推計）」及びその関連データより作成。
２．人口移動が収束しないと仮定した場合の推計は、2010年から2015年にかけての人口の社会純増数（純移動率がプラ
スとなっている項の合計）と社会純減数（純移動率がマイナスとなっている項の合計）とがその後もほぼ同じ水準で推移
するよう、年次別・性別・年齢階級別（85歳未満まで）の純移動率について、プラスの純移動率、マイナスの純移動率別
に一定の調整率を作成し乗じて推計したもの。

３．数値は、12政令市は区をひとつの自治体としてみており、福島県の自治体を含まない。

３割以上５割未満減少, 

619自治体（34.4％）

３割未満減少, 

269自治体

（15.0％）

維持・増加, 15自治体（0.8％）

1万人未満

523自治体

（全体の29.1％） 1万人以上5万人未満

316自治体

（全体の17.6％）

5万人以上10万人未満

40自治体

（全体の2.2％）

10万人以上

17自治体

（全体の0.9％）

5割以上減少, 896自治体

（49.8％）

 人口移動が収束しないケースでは、2040年時点で、約1,800自治体のうち、523自治体は
「消滅可能性」が高い。収束するケースでは、243自治体が「消滅可能性」が高い。

Ⅰ－５．選択する未来像⑤－「地方消滅」という未来
＜第１回「選択する未来」委員会 増田委員提出資料（平成26年１月30日）をもとに作成＞

人口移動が収束しないケースにおいて、「20～39歳の女性人口」
が５割以下に減少する自治体数の推計結果
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2040年時点の自治体数

523自治体が
「消滅」か

243自治体が
「消滅」か

20～39歳女性人口が5割以上減少する
市町村の人口規模別にみた内訳

20～39歳女性人口の変化率でみた市町村数

第３回 選択する未来委員会 資料１より
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